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NO 都道府県 市区町村 受入地域協議会名 

129 広島県 福山市 福山市うつみ体験交流推進協議会 

130 山口県 長門市 俵山グリーン・ツーリズム推進協議会 

131 山口県 阿武町 阿武地域グリーン・ツーリズム推進協議会 

132 山口県 岩国市 やましろ体験交流協議会 

133 山口県 周防大島町 周防大島町体験交流型観光推進協議会 

134 山口県 長門市 青海島共和国 

135 山口県 長門市 通鯨・ツーリズム推進協議会 

136 山口県 萩市 萩市ふるさとツーリズム推進協議会 

137 山口県 周南市 周南学びの旅推進協議会 

138 山口県 山口市 あとうスロー・ツーリズム推進協議会 

139 山口県 長門市 ながとふるさと体験受入協議会 

140 徳島県 三好市 一般社団法人そらの郷 

141 徳島県 美波町、牟岐町、海陽町 南阿波よくばり体験推進協議会 

142 香川県 高松市 さぬき宿泊体験協議会 

143 高知県 
四万十市、宿毛市、土佐清水市、黒潮町、大月町、三原

村 
(一社)幡多広域観光協議会 

144 高知県 中土佐町 中土佐町体験観光推進委員会 

145 高知県 大豊町、本山町、土佐町、大川村 （一財）大豊町観光開発協会 

146 福岡県 うきは市 姫治子ども交流推進協議会 

147 福岡県 朝倉市 朝倉グリーンツーリズム協議会 

148 佐賀県 伊万里市 伊万里グリーン・ツーリズム推進協議会 

149 佐賀県 唐津市、玄海町 唐津・玄海体験型旅行受入推進協議会 

150 長崎県 松浦市、平戸市、鹿町町、佐世保市 一般社団法人まつうら党交流公社 

151 長崎県 西海市 西海市ふるさと子ども夢学校受入協議会 

152 長崎県 小値賀町 小値賀町長期宿泊体験協議会 

153 長崎県 壱岐市 (一社)壱岐市観光連盟 

154 長崎県 南島原市 (一社)南島原ひまわり観光協会 

155 熊本県 阿蘇市、南小国町、高森町、南阿蘇村 阿蘇グリーンストックファームステイ事務局 

156 熊本県 天草市 御所浦アイランドツーリズム推進協議会 

157 熊本県 
人吉市、錦町、あさぎり町、多良木町、湯前町、水上村、

相良村、五木村、山江村、球磨村 
人吉球磨グリーン・ツーリズム推進協議会 

158 熊本県 八代市 一般社団法人 DMO やつしろ 

159 大分県 宇佐市 宇佐市ツーリズム推進協議会 

160 大分県 佐伯市 佐伯ツーリズム推進協議会 

161 大分県 臼杵市 臼杵市子ども滞在受入協議会 

162 大分県 豊後高田市 豊後高田市グリーン・ツーリーズム推進協議会 

163 大分県 国東市 国東市子ども農村民泊体験協議会 

164 大分県 竹田市 NPO 法人 竹田市観光ツーリズム協会 

165 宮崎県 西都市 西都市グリーン・ツーリズム研究会 

166 宮崎県 諸塚村 諸塚村観光協会（まちむら応縁倶楽部事業部） 

167 宮崎県 椎葉村 椎葉村ツーリズムネットワーク 

168 宮崎県 小林市、えびの市、高原町 北きりしま田舎物語推進協議会 

169 宮崎県 五ヶ瀬町 五ヶ瀬山学校推進協議会 

170 鹿児島県 南九州市 南九州市グリーン・ツーリズム協議会 

171 鹿児島県 伊佐市 伊佐ツーリズム協議会 

172 鹿児島県 さつま町 さつま町グリーン・ツーリズム研究会 

173 鹿児島県 出水市 いずみ民泊体験推進協議会 

174 鹿児島県 薩摩川内市 薩摩川内市グリーン・ツーリズム推進協議会 

175 鹿児島県 垂水市 垂水市グリーン・ツーリズム推進協議会 

176 鹿児島県 西之表市・中種子町・南種子町 種子島グリーン・ツーリズム推進協議会 

177 鹿児島県 いちき串木野市 いちき串木野市グリーン・ツーリズム協議会 

178 沖縄県 大宜味村、国頭村、東村 やんばる交流推進連絡協議会 

182 沖縄県 大宜味村 NPO 法人 おおぎみまるごとツーリズム協会 

179 沖縄県 金武町 金武町ふれあい交流協議会 

180 沖縄県 宮古島市 合同会社宮古島さるかの里 

181 沖縄県 石垣市 石垣島田舎体験プロジェクト実行委員会 
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参考資料：平成 31 年度文部科学省・総務省・内閣官房の関連施策の紹介 
 
１．平成 31 年度文部科学省の関連施策の紹介 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．平成 31 年度総務省の関連施策の紹介 

 

 



長期宿泊体験活動の受入先による学校支援の役割に係る事例調査委員

小林 真一 
独立行政法人国立青少年教育振興機構 

青少年教育研究センター 参事（東京都渋谷区） 
委員長 

五十嵐 經 
大館市立釈迦内小学校 前校長 

総務省地域力創造アドバイザー（秋田県大館市） 
委員 

大坪 桂 
ＮＰＯ法人笠間の魅力発信隊 理事長 

地域おこし協力隊（茨城県笠間市） 
委員 

※委員の表記の順番は五⼗⾳順

【本 事 業 担 当 部 署】⽂部科学省初等中等教育局児童⽣徒課 
【本業務の委託業者】⼀般財団法⼈都市農⼭漁村交流活性化機構 

  (担当：花垣、清⽔、畠⼭、宍⼾) 
〒101-0042 東京都千代⽥区神⽥東松下町 45 神⽥⾦⼦ビル 5 階 

電話 03-4335-1981（代表） 

• ４泊５日以上（初年度は３泊４日でも可）の活動

• 小中高校の児童生徒が行う宿泊体験活動で、学校教育にお

いて行われるもの。

• 農山漁村その他の豊かな自然環境を有する地域に滞在し、地

域の住民と交流し、自然体験活動、農林漁業の体験を行う活動、

地域の伝統文化に触れる活動等を行うもの。

• 関連して一体として取り組む地方創生に資する活動（下記参照）

を行うこと

⼦供の農⼭漁村体験に係る地⽅創⽣推進交付⾦の活⽤（概要）
４泊５日以上（初年度は３泊４日でも可）の子供の農山漁村体験及び関連して一体として取り組む地方創生に資する活動※が、
地方創生推進交付金の対象となり得ます。

① 送り手側地域において、受入れ地域との交流会や物産フェ
アを実施し、児童生徒が行った体験の内容や成果等を地域住
民や保護者と共有する活動

② 地域の人材を発掘し、実地研修等を通じて、子供の農山漁
村体験を含む体験活動等の地域活動をサポートする人材の
育成・活用を図る取組

対象となり得る事業 対象団体 都道府県、市区町村

左記事業に要する経費のうち、児童・生徒の参加費、委託費、
外部人材招聘経費、研修費、会議費、備品費等

※他の国庫補助事業の給付を受けていないものが対象

補助率 1/2（地方負担分については、地方財政措置の対象）

対象費目

• KPIの設定とPDCAサイクルの組み込みが必要。

• 対象となる事業は、自立性、官民共同、地域間連携、政策

間連携の先導性要素を備える必要。

その他

問い合わせ先（子供の農山漁村体験に係る地方創生推進交付金の活用）

内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局 子供の農山漁村体験担当
TEL 03-6257-1413 or 1416

MAIL kids-taiken.t3i@cao.go.jp

関連して一体として取り組む活動例

※将来の移住及び定住の促進、地域社会を担う人材の育成や確保等を目的とした活動

※従来から子供の農山漁村体験に取り組んできた地域においても、地方創生
に資する活動に新たに取り組む場合には対象となり得る。

助成期間 最大３年間

都道府県：2.0億円 中枢中核都市：1.7億円 市区町村：1.4億円
（上記は事業費ベース。国費ベースはそれぞれ1.0億円、0.85億円、0.7億円）

交付上限額

※地方創生推進交付金の対象とならない事業であっても、小学校、中学校の農山漁村体験等の取組
については、地方財政措置の対象となる場合がある。

ex. 送り手側：教職員のサポートプランナーや補助員の育成・活用
受入れ側：体験ガイドの育成・活用


